通所介護事業の実施にあたって必要な規程類について

Ⅰ　必要な規程類

　　通所介護事業を実施していくためには、少なくとも次の規程類を定めておくことが必要です。

１　運営規程

　　事業所ごとに、次の運営についての重要事項に関する規程を定めておくことが必要です。

　(1) 事業の目的及び運営方針

　(2) 従業者の職種、員数及び職務の内容
　　　従業者の員数について具体的な員数を記載する場合、当該員数に変更があった場合は運営規程を変更し年１回変更届を提出する必要があります。なお、事業者の事務負担軽減の観点から、静岡県においては、従来から員数の記載は具体的な員数に限らず「○人以上」といった記載でも可能としています。

　(3) 営業日及び営業時間

　　　静岡県においては、営業時間（職員が事業所に配置されており電話対応等が可能な時間帯）と実際のサービス提供時間が異なる場合は、それぞれ分けて記載していただくようお願いしています。

　　　また、延長サービスを行う場合は、サービス提供時間とは別に当該延長サービスを行う時間も記載する必要があります。

　(4) 利用定員
　(5) 通所介護の内容
　　　少なくとも入浴、食事の有無等のサービス内容を記載してください。

　(6) 利用料その他の費用の額

　　　次の費用について利用者から支払を受ける場合は、運営規程に記載する必要があります。

　　ア　通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎費用

　　イ　延長サービスに要する費用（延長加算として行う場合を除く）

　　ウ　食事の提供に要する費用

　　エ　おむつ代

　　オ　日常生活においても通常必要となる費用で利用者に負担させることが適当と認められる費用

　(7) 通常の事業の実施地域
　　　通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定される必要があります。
　　　静岡県においては、原則として市町単位での設定をお願いしています。また、より狭い区域を設定する場合、「事業所から半径○km以内」などといった定め方では、利用者にとってわかりにくいため、具体的な地名等（例：○○市（旧○○町及び旧△△町））を記載していただくようお願いしています。
　(8) サービス利用に当たっての留意事項

　　　機能訓練室を利用する際の注意事項等、利用者側が留意すべき事項を記載してください。

　(9) 緊急時等における対応方法

　(10) 非常災害対策
　(11) 虐待の防止のための措置に関する事項
　　　高齢者虐待防止の推進のため、通所介護事業所においても「虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること」が義務づけられますが、令和３年４月１日から３年の経過措置期間が設けられるため、令和６年３月31日までの間は努力義務となります。

　　　経過措置期間中においても、「虐待の防止のための措置に関する事項」に関する規程を運営規程中に定めておくよう努めてください。

　(12) その他運営に関する事項

　　　運営基準上明確な規定はありませんが、一般的には、次の事項を記載している場合が多いです。
　　ア　従業者の研修に関する事項

　　イ　秘密保持に関する事項

　　ウ　苦情処理に関する事項
２　契約書

　　介護保険法等において明文の規定はありませんが、利用者保護等の観点から、静岡県においては、契約書の作成をお願いしています。
　　契約書に何を記載するかは各事業者の判断になりますが、一般的には、次の事項を記載している場合が多いです。
　(1) 契約期間

　(2) 提供するサービス内容

　(3) 利用料の支払方法等

　(4) 契約の終了について

　(5) 秘密保持について

　(6) 損害賠償

　(7) 苦情処理

　(8) 契約外条項

３　重要事項説明書

　　実際のサービス提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を記載した文書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得る必要があります。
　　重要事項説明書にどこまで記載するかは、基本的には各事業者の判断になりますが、一般的には、次の事項を記載している場合が多いです。
　(1) 事業者（法人）の概要

　　　法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者名等

　(1) 運営規程の概要

　　　１「運営規程」を参照

　(2) 従業者の勤務体制

　　　従業者の員数について、運営規程及び重要事項説明書については「○人以上」と記載することが可能です。（ただし、利用者にとっては実際に何人職員が配置されているのかはサービス選択に当たって重要な事項ですので、重要事項説明書については可能な範囲で具体的な員数を記載することを検討してください。）
　(3) 事故発生時の対応

　(4) 苦情処理の体制
　　　事業所の苦情受付窓口のほか、通常の事業の実施地域として設定した市町の窓口、国民健康保険団体連合会の窓口を記載してください。

　(5) 利用料の支払方法等

　(6) 契約の終了
４　個人情報使用同意書

　　サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書で得ておく必要があります。
　　同意署名欄に「家族」欄がない場合（「利用者」欄「代理人」欄等のみ）、家族として同意しているか不明確なため、「家族」欄を設けるなど家族として同意を得たことが明確になるようお願いしています。
５　その他

　(1) 非常災害対策に関する具体的な計画
　　　消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等に対処するための具体的な計画（マニュアル）を作成する必要があります。

　　　事業所の状況を踏まえ実態に即したマニュアルを作成してください。
　(2) 業務継続計画

　　　感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画の策定等を行う必要があります。
　　　※令和６年３月31日までの経過措置期間中は努力義務です。
(3)感染症の予防及びまん延防止のための指針

　　　事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備等を行う必要があります。
　　　※令和６年３月31日までの経過措置期間中は努力義務です。
　(4) 虐待の防止のための指針

　　　虐待の発生又はその再発を防止するため、事業所における虐待の防止のための指針の整備等を行う必要があります。
　　　※令和６年３月31日までの経過措置期間中は努力義務です。
　(5) 日常生活においても通常必要となる費用で利用者に負担させることが適当と認められる費用（その他の日常生活費）を利用者から受領する場合
　　　サービス提供に当たって、日常生活においても通常必要となる費用で利用者に負担させることが適当と認められる費用については、利用者から受領することは可能ですが、その場合、利用者及び事業者双方の保護の観点から、サービス内容及び費用の額を明示した文書に利用者等の同意を得る必要があります。
　　　また、あくまで利用者の自由な選択に基づくものですので、利用者の希望をしっかり確認してください。

　　ア　その他の日常生活費として受領可能な費用
　　　・利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用（例：歯ブラシ、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者に一律に提供されるものではなく、利用者の選択により利用されるもの）
　　　・利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用（例：習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動等の材料費）
　　イ　注意点

　　　・その他の日常生活費を受領していない事業所も多いです。費用を受領する場合は、利用者又はその家族等に事前に十分な説明を行い、同意を得てください。

　　　・保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受領は認められません。
　　　・受領する費用は、実費相当額の範囲内としてください。

　　ウ　参考資料
　　　　日常生活に要する費用に関しては、次のとおり国からの通知がありますので内容をご確認ください。

・通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（H12　老企第54号）
・介護保険施設等における日常生活費等の受領について（H12　老振第75号・老健第122号）　

